國立高雄科技大學 實習/就業 環境評核表
国立高雄科技大学　実習／就職　環境評価表
填表日期：    /  /  
日付：令和　　年　　　月　　日

*如未建置職業安全衛生管理系統或未具其他相關驗證紀錄者，請填寫本表。若為國外企業，檢查項目得依所在地相關法令規範及實際情況酌予調整；如有特殊規定或差異情形，請另行說明。
＊職業安全衛生管理システムを未整備の場合、またはその他関連する認証記録を有していない場合には、本様式にご記入くださいますようお願い申し上げます。なお、国外企業におかれましては、確認項目について所在地の関係法令及び実情に応じ、適宜調整することが可能です。特別な規定又は相違がある場合には、別途ご説明くださいますようお願い申し上げます。
	廠商名稱
会社名
	
	行業別
業種別
	

	評核地址
評価住所
	

	事業風險
事業リスクレベル
	□第一類第一類   □第二類第一類  □第三類第一類  (參見附表/添付をご参照ください。)

	近三年是否有主管機關至機構進行勞動檢查?
この3年間、主管機関は御社に労働検査を行うことがあるかどうか。
□否いいえ
□是はい（檢查日期検査日付：   /  /  ），檢查結果検査結果：
     □符合相応しい（無違反相關法令違反事実なし）
     □未符合相応しくない（違反法規內容法的違反の内容：                                                ）



	項目　目次
	項次番号
	檢   查   內   容
検査内容
	檢查情形(打)
検査状況（チェック）
	不合格事實、場所或其他說明
（不合格事実・状況・その他の説明）

	
	
	
	合格
	不合格
	不適用
	

	危害辨識、風險評估及決定控制措施
（危害の特定、リスク評価および管理措置の決定）
	1
	是否訂有執行危害辨識、風險評估及決定控制措施相關程序及作法。
危害の特定、リスク評価および管理措置の決定に関する手順および方法が文書化され、実施されていること。
	
	
	
	

	
	2
	負責執行危害辨識及風險評估之相關人員是否有給予必要之教育訓練。
危害の特定およびリスク評価を実施する担当者に対して、必要な教育訓練が実施されていること。
	
	
	
	

	
	3
	在事件或緊急狀況發生後，是否有檢討原風險評估記錄之危害及風險之合理性，並於必要時予以修正。
事故または緊急事態発生後、既存のリスク評価記録における危害およびリスクの妥当性が見直され、必要に応じて修正が行われていること。
	
	
	
	

	環監、標示及危險性機械
(環境監視、標識および危険機械)
	1
	是否依法訂定作業環境監測計畫實施作業環境監測。(環監6)
法令に基づき、仕事環境測定計画が策定され、仕事環境測定が実施されていること。
	
	
	
	

	
	2
	危害性化學品是否進行危害標示。(危標5)
危険性化学物質に対して、危険有害性の表示が実施されていること。
	
	
	
	

	
	3
	危害性化學品安全資料表是否存放工作場所易取得之處，並每三年檢討，適時更新。(危標12、17)
危険性化学物質の安全データシート（SDS）が、仕事場所で容易に入手可能な場所に保管され、3年ごとに見直され、適宜更新されていること。
	
	
	
	

	
	4
	危險性機械設備於使用期間是否經代行檢查機構檢查合格。(職安16)
危険機械・設備が使用期間中、代行検査機関による検査に合格していること。
	
	
	
	

	
	5
	危險性機械設備操作人員是否由中央主管機關認可之訓練或經技能檢定之合格人員擔任，擁有證照之人數是否合理。(職安24)
危険機械・設備の操作者が、中央主管機関に認可された訓練を受けるか、技能検定に合格した者であり、保有する資格者の人数が適正であること。
	
	
	
	

	工作場所安全衛生設施
（職場の場所の安全衛生措置）
	1
	工作場所是否保持不致使勞工跌倒、滑倒、踩傷等之安全狀態。(設規21)
仕事場が、労働者の転倒、滑倒、踏みつけなどの危険を生じさせない安全な状態に維持されていること。
	
	
	
	

	
	2
	安全門、梯於工作期間內不得上鎖，其通道不得堆置物品。(設規27)
仕事中、安全扉および梯子は施錠されてはならず、その通路には物品が置かれていないこと。
	
	
	
	

	
	3
	於通路上是否使用臨時配線或移動電線。(設規253)
通路上で仮設配線や移動式電線が使用されていないこと。
	
	
	
	

	
	4
	作業時有無提供勞工適當之個人防護具。(設規277~290)
仕事時に労働者に適切な個人用保護具（PPE）が提供されていること。
	
	
	
	

	安全衛生組織及人員
（安全衛生組織及び従業員）
	1
	有無設置職業安全衛生管理單位。(職安23)
職業安全衛生管理部門が設置されていること。
	
	
	
	

	
	2
	職業安全衛生管理單位是否為事業內之專責一級單位。(專責一級：第一類≧100人；一級：第二類≧300人)。(安管2-1)
職業安全衛生管理部門が、事業内の専任第一級部門として設置されていること（専任第一級：第一類≧100人、第二類≧300人）。
	
	
	
	

	
	3
	設置之職業安全衛生管理單位或人員，是否向當地勞動檢查機構報備。(30人以上)(安管86)
設置された職業安全衛生管理部門または担当者が、30人以上の事業所において、所轄労働監督機関に届出を行っていること。
	
	
	
	

	職業安全衛生管理
（職業安全衛生管理）
	1
	有無依法訂定安全衛生工作守則，並報請勞動檢查機構備查。(職安34)
法令に基づき、安全衛生仕事規則が策定され、所轄労働監督機関に届出が行われていること。
	
	
	
	

	
	2
	是否依其事業規模、特性，訂定職業安全衛生管理計畫，30人以下得以執行記錄或文件代替。(安管12-1)
事業の規模および特性に応じて、職業安全衛生管理計画が策定されていること。従業員30人以下の場合は、実施記録または文書で代替することができる。
	
	
	
	

	
	3
	有無依法訂定勞工安全衛生管理規章(勞工≧100人)。(安管12-1)
従業員100人以上の事業所において、法令に基づき労働安全衛生管理規則が策定されていること。
	
	
	
	

	
	4
	是否建立適合該事業單位之職業安全衛生管理系統(第一類≧200人、第二類≧500人)。(安管12-2)
事業単位に適した職業安全衛生管理システムが構築されていること（第一類≧200人、第二類≧500人）。
	
	
	
	

	
	5
	於引進或修改製程、作業程序、材料及設備前，有無評估其職業災害之風險，並採取適當之預防措施。(第一類≧200人、第二類≧500人)。(安管12-3)
製造工程、仕事手順、材料および設備を導入または変更する前に、その職業災害リスクが評価され、適切な予防措置が講じられていること（第一類≧200人、第二類≧500人）。
	
	
	
	

	
	6
	機械、個人防護具等之採購、租賃，其契約是否有符合法令之勞安衛具體規範，並於驗收前確認(第一類≧200人、第二類≧500人)。(安管12-4)
機械、個人用保護具等の購入・賃貸において、契約が法令に基づく労働安全衛生規定に適合しており、受入れ前に確認が行われていること（第一類≧200人、第二類≧500人）。
	
	
	
	

	健康保護
（健康保護）
	1
	雇主對下列事項，應妥為規劃及採取必要之安全衛生措施：（職安6、2）
一、重複性作業等促發肌肉骨骼疾病之預防。
二、輪班、夜間工作、長時間工作等異常工作負荷促發疾病之預防。
三、執行職務因他人行為遭受身體或精神不法侵害之預防。
四、避難、急救、休息或其他為保護勞工身心健康之事項。
使用者（雇用者）は、以下の事項について、適切に計画を立て、必要な安全衛生対策を講じること：
1. 反復の仕事などに起因する筋骨格系障害の予防。 
2. シフト勤務、夜勤、長時間労働など異常な負荷による疾病の予防。 
3. 職務遂行中、他者の行為によって身体的または精神的な不法侵害を受けることの予防。 
4. 避難、応急処置、休息その他、労働者の心身の健康を保護するための事項。
	
	
	
	

	
	2
	事業單位勞工人數在三百人以上或從事特別危害健康作業之勞工人數在五十人以上者，應視其規模及性質，分別依附表二與附表三所定之人力配置及臨場服務頻率，僱用或特約從事勞工健康服務之醫師及僱用從事勞工健康服務之護理人員（以下簡稱醫護人員），辦理勞工健康服務。（健康3）
従業員数が300人以上の事業所、または特定有害仕事内容に従事する従業員数が50人以上の事業所では、その規模および性質に応じて、付表二および付表三に定められた人員配置および現場サービス頻度に従い、労働者の健康管理業務を行う医師および雇用による看護職員（以下「医療従事者」という）を雇用または特約し、労働者健康サービスを実施すること。
事業單位勞工人數在五十人以上未達三百人者，應視其規模及性質，依附表四所定特約醫護人員臨場服務頻率，辦理勞工健康服務。（健康4）
従業員数が50人以上300人未満の事業所では、その規模および性質に応じ、付表四に定められた特約医療従事者の現場サービス頻度に従い、労働者健康サービスを実施すること。
屬第二類事業或第三類事業之雇主，使其勞工提供勞務之場所有下列情形之一者，得訂定勞工健康管理方案，據以辦理，且未依第三條及第四條有關辦理勞工健康服務規定辦理：一、工作場所分布不同地區。二、勞工提供勞務之場所，非於雇主設施內或其可支配管理處。（健康13）
第二類事業または第三類事業に属する雇用者で、労働者が労務を提供する場所が以下のいずれかに該当する場合、労働者健康管理計画を策定し、これに基づき実施することができる。ただし、第三条および第四条に定める労働者健康サービスに関する規定に従っていない場合に限る。
1. 仕事場所が異なる地域に分散している場合。 
2. 労働者が労務を提供する場所が、雇用者の施設内ではない、または雇用者が支配管理できる場所でない場合。
	
	
	
	

	
	3
	事業單位是否參照工作場所大小、分布、危險狀況與勞工人數，備置足夠急救藥品及器材，或未設置急救人員辦理急救事宜。(健康15)
事業単位が、仕事場の規模・分布・危険状況および従業員数に応じて、十分な救急薬品および器材を備え付けていること、または救急担当者を配置して救急業務を行っていること（。
	
	
	
	

	教育訓練
（教育訓練）
	1
	新僱勞工或在職勞工於變更工作前，是否使其接受適於各該工作必要之安全衛生教育訓練，並留存紀錄。(訓練17、31)
新規雇用者または在職者が仕事内容を変更する前に、それぞれの仕事内容について必要な安全衛生教育訓練を受講させ、その記録を保存していること。
	
	
	
	

	
	2
	在職勞工是否定期接受安全衛生在職教育訓練，並留存紀錄。(訓練18、31)
在職者が定期的に安全衛生の職業訓練を受講し、その記録を保存していること。
	
	
	
	

	事故調查及緊急應變
（事故調査及び緊急措置）
	1
	工作場所如發生職業災害，是否立即採取必要急救、搶救等措施，並實施調查、分析及作成紀錄。(職安37)
仕事場で職業災害が発生した場合、直ちに必要な応急措置や救助を行い、調査・分析を実施し、その記録を作成していること（。
	
	
	
	

	
	2
	事業單位勞動場所發生下列職業災害之一者，雇主是否於八小時內通報勞動檢查機構：(職安37)
一、發生死亡災害。
二、發生災害之罹災人數在三人以上。
三、發生災害之罹災人數在一人以上，且需住院治療。
四、其他經中央主管機關指定公告之災害。
事業単位の仕事場で以下のいずれかの職業災害が発生した場合、雇用者は8時間以内に労働監督機関へ通報していること。
1. 死亡災害が発生した場合。 
2. 災害による被災者数が3人以上の場合。 
3. 災害による被災者数が1人以上で、かつ入院治療を必要とする場合。 
4. その他、中央主管機関が指定・公告した災害。
	
	
	
	

	
	3
	遇有事故發生時，除悉依緊急應變計畫之規定實施急救及搶救外，是否立即以最快之方式通報雇主、工作場所負責人、勞工安全衛生人員及各有關人員。(職安41)
事故発生時には、緊急対応計画の規定に従って応急処置および救助を実施するとともに、直ちに可能な限り迅速な方法で雇用者、現場責任者、労働安全衛生担当者および関係者に通報していること。
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	附表一、職業安全衛生管理辦法之事業風險分類
添付一：職業安全衛生管理規則における事業リスク分類

	第一類事業(具顯著風險者。)
第一類事業（顕著なリスクを有するもの）
	(一)礦業及土石採取業。
1.煤礦業。2.石油、天然氣及地熱礦業。3.金屬礦業。4.土礦及石礦業。5.化學與肥料礦業。6.其他礦業。7.土石採取業。
（一）鉱業および土石採取業
「第一類事業に分類される鉱業および土石採取業には、以下が含まれる：1. 石炭鉱業、2. 石油・天然ガスおよび地熱鉱業、3. 金属鉱業、4. 土鉱および石鉱業、5. 化学鉱業および肥料鉱業、6. その他の鉱業、7. 土石採取業。

	
	(二)製造業中之下列事業：
1.紡織業。2.木竹製品及非金屬家具製造業。3.造紙、紙製品製造業。4.化學材料製造業。5.化學品製造業。6.石油及煤製品製造業。7.橡膠製品製造業。8.塑膠製品製造業。9.水泥及水泥製品製造業。10.金屬基本工業。11.金屬製品製造業。12.機械設備製造修配業。13.電力及電子機械器材製造修配業中之電力機械器材製造修配業。14.運輸工具製造修配業。15.電力及電子機械器材製造修配業中之電子機械器材製造業及電池製造業。16.食品製造業。17.飲料及菸草製造業。18.皮革、毛皮及其製品製造業。19.電腦、電子產品及光學製品製造業。20.電子零組件製造業。21.其他非金屬礦物製品製造業。
（二）製造業に分類される以下の事業：
「第一類事業に分類される製造業には、次のものが含まれる：1. 紡績業、2. 木竹製品および非金属家具製造業、3. 製紙および紙製品製造業、4. 化学材料製造業、5. 化学品製造業、6. 石油および石炭製品製造業、7. ゴム製品製造業、8. プラスチック製品製造業、9. セメントおよびセメント製品製造業、10. 金属基礎工業、11. 金属製品製造業、12. 機械設備製造および修理業、13. 電力および電子機械器材製造修理業のうち電力機械器材製造修理業、14. 輸送機器製造修理業、15. 電力および電子機械器材製造修理業のうち電子機械器材製造業および電池製造業、16. 食品製造業、17. 飲料およびたばこ製造業、18. 皮革、毛皮およびその製品製造業、19. コンピュータ、電子製品および光学製品製造業、20. 電子部品製造業、21. その他の非金属鉱物製品製造業。

	
	(三)營造業
1.土木工程業。2.建築工程業。3.電路及管道工程業。4.油漆、粉刷、裱蓆業。5.其他營造業。
（三）建設業
「第一類事業に分類される建設業には、以下が含まれる：1. 土木工事業、2. 建築工事業、3. 電気および配管工事業、4. 塗装・壁紙貼り業、5. その他の建設業。

	
	(四)水電燃氣業中之下列事業：
1.電力供應業。2.氣體燃料供應業。3.暖氣及熱水供應業。
（四）水道・電力・ガス業
「第一類事業に分類される水道・電力・ガス業には、以下が含まれる：1. 電力供給業、2. ガス燃料供給業、3. 暖房および給湯供給業。

	
	(五)運輸、倉儲及通信業之下列事業：
1.運輸業中之水上運輸業及航空運輸業。2.運輸業中之陸上運輸業及運輸服務業。3.倉儲業。
（五）運輸・倉庫・通信業
「第一類事業に分類される運輸・倉庫・通信業には、以下が含まれる：1. 運輸業のうち水上運輸業および航空運輸業、2. 運輸業のうち陸上運輸業および運輸サービス業、3. 倉庫業。

	
	(六)機械設備租賃業中之生產性機械設備租賃業。
（六）機械設備賃貸業（生産用機械設備賃貸業）
「第一類事業に分類される機械設備賃貸業には、生産用機械設備賃貸業が含まれる。

	
	(七)環境衛生服務業。
（七）環境衛生サービス業
「第一類事業に分類される環境衛生サービス業には、環境衛生サービス業が含まれる。

	
	(八)洗染業。
（八）洗濯および染色業
「第一類事業に分類される洗濯および染色業には、洗濯および染色業が含まれる。

	
	(九)批發零售業中之下列事業：
1.建材批發業。2.建材零售業。3.燃料批發業。4.燃料零售業。
（九）卸売・小売業
「第一類事業に分類される卸売・小売業には、以下が含まれる：1. 建材卸売業、2. 建材小売業、3. 燃料卸売業、4. 燃料小売業。

	
	(十)其他服務業中之下列事業：
1.建築物清潔服務業。2.病媒防治業。3.環境衛生及污染防治服務業。
（十）その他サービス業
「第一類事業に分類されるその他サービス業には、以下が含まれる：1. 建物清掃サービス業、2. 害虫・病媒防除業、3. 環境衛生および汚染防止サービス業。

	
	(十一)公共行政業中之下列事業：
1.從事營造作業之事業。2.從事廢棄物清除、處理、廢（污）水處理事業之工作場所。
（十一）公共行政業
「第一類事業に分類される公共行政業には、以下が含まれる：1. 建設作業を行う事業、2. 廃棄物の収集・処理および廃（汚）水処理事業の現場。

	
	(十二)國防事業中之生產機構。
（十二）国防事業における生産機関
「第一類事業に分類される国防事業には、生産機関が含まれる。

	
	(十三)中央主管機關指定達一定規模之事業。
（十三）中央主管機関が指定する一定規模の事業
「第一類事業に分類されるものには、中央主管機関が指定する一定規模の事業が含まれる。

	第二類事業(具中度風險者。)
第二類事業（中程度リスク事業）
	(一)農、林、漁、牧業：
1.農藝及園藝業。2.農事服務業。3.畜牧業。4.林業及伐木業。5.漁業。
 （一）農、林、漁、牧業
1.農藝及園藝業、2.農事服務業、3.畜牧業、4.林業及伐木業、5.漁業が含まれる。

	
	(二)礦業及土石採取業中之鹽業。
 （二）礦業及土石採取業のうち、鹽業が含まれる。

	
	(三)製造業中之下列事業：
1.普通及特殊陶瓷製造業。2.玻璃及玻璃製品製造業。3 精密器械製造業。4.雜項工業製品製造業。5.成衣及服飾品製造業。6.印刷、出版及有關事業。7.藥品製造業。8.其它製造業。
 （三）製造業中の以下の業種
1. 普通及び特殊陶瓷製造業、2. 玻璃及び玻璃製品製造業、3. 精密機械製造業、4. 雜項工業製品製造業、5. 成衣及び服飾品製造業、6. 印刷、出版及び関連事業、7. 藥品製造業、8. その他の製造業が含まれる。

	
	(四)水電燃氣業中之自來水供應業。
 （四）水道・電力・ガス業のうち、自来水供給業が含まれる。

	
	(五)運輸、倉儲及通信業中之下列事業：
1.電信業。2.郵政業。
（五）運輸、倉儲及び通信業には、以下の業種も含まれる。
1.電信業　2.郵政業

	
	(六)餐旅業：
1.飲食業。2.旅館業。
（六）飲食・宿泊業
1. 飲食業、2. 旅館業。

	
	(七)機械設備租賃業中之下列事業：
1.事務性機器設備租賃業。2.其他機械設備租賃業。
（七）機械設備リース業
1. 事務用機械設備リース業、2. その他の機械設備。

	
	(八)醫療保健服務業：
1.醫院。2.診所。3.衛生所及保健站。4.醫事技術業。5.助產業。6.獸醫業。7.其他醫療保健服務業。
（八）医療保健サービス業
医療保健サービス業には、1. 病院、2. 診療所、3. 保健所および保健ステーション、4. 医療技術業、5. 助産業、6. 獣医業、7. その他の医療保健サービス業が含まれる。

	
	(九)修理服務業：
1.鞋、傘、皮革品修理業。2.電器修理業。3.汽車及機踏車修理業。4.鐘錶及首飾修理業。5.家具修理業。6.其他器物修理業。
 （九）修理サービス業
修理サービス業には、1. 靴・傘・革製品修理業、2. 電気器具修理業、3. 自動車・オートバイ修理業、4. 時計・宝飾品修理業、5. 家具修理業、6. その他の器物修理業が含まれる。

	
	(十) 批發零售業中之下列事業：
1.家庭電器批發業。2.機械器具批發業。3.回收物料批發業。4.家庭電器零售業。5.機械器具零售業。6.綜合商は以下の業種を含まれる：
 （十）小売業
1.家庭電器卸売事業、2.機械器具卸売事業、3.リサイクル・原料卸売事業、4.家庭電器小売業、5.機械器具小売業、6.綜合商品小売業が含まれる。

	
	(十一)不動產及租賃業中之下列事業：
1. 不動產投資業。2.不動產管理業。
（十一）不動産及び賃貸業
1. 不動産投資業、2. 不動産管理業。

	
	(十二)輸入、輸出或批發化學原料及其製品之事業。
(十二) 化学原料および製品の輸入、輸出、または卸売事業。

	
	(十三)運輸工具設備租賃業中之下列事業：
1. 汽車租賃業。2.船舶租賃業。3.貨櫃租賃業。4.其他運輸工具設備租賃業。
（十三）運輸用機器リース業
1. 自動車リース業、2. 船舶リース業、3. コンテナリース業、4. その他の運輸用機器リース業が含まれる。

	
	(十四)專業、科學及技術服務業中之下列事業：
1. 建築及工程技術服務業。2.廣告業。3.環境檢測服務業。
（十四）専門・科学・技術サービス業
1. 建築・土木技術サービス業、2. 広告業、3. 環境試験サービス業が含まれる。

	
	(十五)其他服務業中之下列事業：
1. 保全服務業。2.汽車美容業。3.浴室業。
（十五）その他のサービス業
1. 警備サービス業、2. 自動車美容業、3. 浴場業が含まれる。

	
	(十六)個人服務業中之停車場業。
（十六）個人サービス業の中に、駐車場業が含まれる。

	
	(十七)政府機關（構）、職業訓練事業、顧問服務業、學術研究及服務業、教育訓練服務業之大專院校、高級中學、高級職業學校等之實驗室、試驗室、實習工場或試驗工場（含試驗船、訓練船）。
（十七）政府機関、職業訓練事業、顧問サービス業、学術研究・サービス業、教育訓練サービス業
政府機関、職業訓練事業、コンサルティングサービス業、学術研究・サービス業、教育訓練サービス業に属する大学、高等学校、高等職業学校等の実験室、試験室、実習工場または試験工場（試験船、訓練船を含む）が含まれる。

	
	(十八)公共行政業組織條例或組織規程明定組織任務為從事工程規劃、設計、施工、品質管制、進度管控及竣工驗收等之工務機關（構）。
（十八）公共行政業
公共行政業には、組織条例または組織規程において、その任務が工事計画、設計、施工、品質管理、進捗管理及び竣工検査を行う工務機関と定められているものが含まれる。

	
	(十九)工程顧問業從事非破壞性檢測之工作場所。
（十九）建設コンサルタント業（非破壊検査現場）。

	
	(二十)零售化學原料之事業，使勞工裝卸、搬運、分裝、保管上述物質之工作場所。
（二十）化学原料小売事業（荷役、搬送、分注及び保管作業現場）。

	
	(二十一)批發業、零售業中具有冷凍（藏）設備、使勞工從事荷重一公噸以上之堆高機操作及儲存貨物高度三公尺以上之工作場所者。
（二十一）卸売業・小売業（冷凍・冷蔵設備、1トン以上荷重のフォークリフト作業及び積載物高さ3メートル以上の保管現場）。

	
	(二十二)休閒服務業。
（二十二）レジャーサービス業。

	
	(二十三)動物園業。
（二十三）動物園運営業。

	
	(二十四)國防事業中之軍醫院、研究機構。
（二十四）国防事業（軍病院及び研究機関）。

	
	(二十五)零售車用燃料油 (氣) 、化學原料之事業，使勞工裝卸、搬運、分裝、保管上述物質之工作場所。
（二十五）自動車用燃料（液体・ガス）及び化学原料小売事業（荷役、搬送、分注及び保管の仕事現場）。

	
	(二十六)教育訓練服務業之大專校院有從事工程施工、品質管制、進度管控及竣工驗收等之工作場所。
（二十六）教育訓練サービス業に属する大学・高等教育機関（工事施工、品質管理、進捗管理及び竣工検査現場）。

	
	(二十七)國防部軍備局有從事工程施工、品質管制、進度管控及竣工驗收等之工作場所。
（二十七）国防部軍備局（工事施工、品質管理、進捗管理及び竣工検査現場）。

	
	(二十八)中央主管機關指定達一定規模之事業。
（二十八）中央主管機関により一定規模に達すると指定された事業。

	第三類事業(具低度風險者。)
第三類事業（低程度リスク事業）
	上述指定之第一類及第二類事業以外之事業。
前述の指定事業（第一類及び第二類事業に該当しない事業）

	附表二、適用法源依據　添付二：本分類及職業安全衛生管理規定の適用は、以下の法令に基づく

	職安：係指職業安全衛生法。
職場安全：職場安全衛生法に従うこと。
設規：係指職業安全衛生設施規則。
設備規則：職場安全衛生法の施設規則に従うこと。
訓練：係指職業安全衛生教育訓練規則。
訓練：職場安全衛生法の教育訓練規則に従うこと。
安管：係指職業安全衛生管理辦法。
安全管理：職場安全衛生法の衛生管理法則に従うこと。
危標：係指危害性化學品標示及通識規則。
危険表示：リスク・危険の化学品のラベルなどの表示および常識的な規則に従うこと。
	缺氧：係指缺氧症預防規則。
酸素不足：酸素欠乏症予防規則に従うこと。
環監：係指勞工作業環境監測實施辦法。
環境監視：労働者作業環境測定実施要領に従うこと。
危機：係指危險性機械及設備安全檢查規則。
危険機械：危険性機械及び設備安全点検規則に従うこと。
細則：係指職業安全衛生法施行細則。
細則：職業安全衛生法施行細則。
健康：係指勞工健康保護規則。
健康：労働者健康保護規則。



